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四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年８月14日 

【四半期会計期間】 第106期第１四半期(自 平成21年４月１日 至 平成21年６

月30日) 

【会社名】 株式会社愛媛銀行 

【英訳名】 The Ehime Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 頭取  中 山  紘 治 郎 

【本店の所在の場所】 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地 

【電話番号】 松山(089)933局1111番(大代表) 

【事務連絡者氏名】 企画広報部長  河 野 雅 人 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区岩本町３丁目２番４号 

株式会社愛媛銀行東京事務所 

【電話番号】 東京(03)3861局8151番 

【事務連絡者氏名】 東京事務所長  島 田  雄 二 郎 

【縦覧に供する場所】 株式会社愛媛銀行 高知支店 

  (高知市はりまや町１丁目４番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 (注) 高知支店は、金融商品取引法の規定による備付場所ではあり

ませんが、投資者の便宜のため備えるものであります。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

 
平成20年度 

第１四半期連結
累計(会計)期間

平成21年度 
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成20年度 

 

(自平成20年
４月１日

至平成20年
６月30日)

(自平成21年
４月１日

至平成21年
６月30日)

(自平成20年
４月１日

至平成21年
３月31日)

経常収益 百万円 11,740 10,899 47,254

経常利益 
(△は経常損失) 

百万円 55 2,253 △1,784

四半期純利益 百万円 621 1,299 ―

当期純利益 
(△は当期純損失) 

百万円 ― ― △2,941

純資産額 百万円 78,247 74,595 71,648

総資産額 百万円 1,679,519 1,716,138 1,655,775

１株当たり純資産額 円 439.04 418.35 401.72

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 3.50 7.33 ―

１株当たり当期純利益 
金額(△は１株当たり当
期純損失金額) 

円 ― ― △16.58

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 
金額 

円 － － ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 4.63 4.32 4.30

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 2,152 30,641 23,728

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △60,953 △44,814 △20,361

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △534 △534 △1,091

現金及び現金同等物 
の四半期末(期末)残高 

百万円 23,058 69,972 84,678

従業員数 人 1,641 1,673 1,552

(注) １ 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。 

２ １株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当た

り情報」に記載しております。 

   ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
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２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容に

ついては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成21年６月30日現在 

従業員数(人) 
1,673

[  370 ]

(注) １.従業員数は、嘱託及び臨時従業員502人を含んでおりません。 

２.臨時従業員数は、［ ］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

 

(2) 当行の従業員数 

平成21年６月30日現在 

従業員数(人) 
1,559

[  343 ]

(注) １.従業員数は、嘱託及び臨時従業員459人を含んでおりません。 

２.臨時従業員数は、［ ］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

 

 

第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので

記載しておりません。 

 

２ 【事業等のリスク】 

該当事項なし。 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項なし。 

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及

び連結会社)が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、雇用情勢に厳しさを残し、まだ楽観視はでき

ないものの、昨年来の景気刺激策の効果が出始め、政府は景気の底入れを宣言するまでに、落ち着

きを取り戻してきました。 
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一方、愛媛県内の経済情勢につきましては、一部の製造業で工場稼働率を引き上げるなど、明る

さが見え始めてきたものの、総じて見ると設備投資が冷え込んだまま、企業倒産件数に歯止めがか

からないなど、景気回復に向けた力強さに欠けている状況です。 

このような状況にあって当行グループは、お客様第一主義の経営、地域経済に根ざした取り組み

を実践した結果、３ヶ月間累計の経常利益は22億53百万円（前年同期比21億98百万円増加）となり、

四半期純利益は12億99百万円（同比6億78百万円増加）となりました。 

経常収益は108億99百万円と、前年同期比8億41百万円減少しましたが、信用コストが前年同期比

大きく減少したことから、経常利益は大幅に増加し、当初計画を上回る水準の利益を確保すること

ができました。 

また、総資産は1兆7,161億円(前連結会計年度末比603億円増加)、純資産745億円(同比29億円増加)

となりました。 

引き続き個人・中小企業中心に推進いたしました結果、預金等残高(譲渡性預金含む)は1兆5,759

億円と前連結会計年度末から593億円増加しました。貸出金残高は、個人・中小企業向け貸出に注力

いたしましたが、企業の資金需要が盛り上がる状況には至っていないことから、1兆2,823億円と同

比39億円減少いたしました。預り資産残高は、投資信託を中心に前連結会計年度末から81億円増加

して1,168億円となりました。 

今後も「最初に相談される銀行」という愛媛銀行ブランドの確立を目指し、お客様の利便性を重

視した店舗展開を図るとともに、公共的使命と社会的責任を果たすため、金融サービス事業を通じ

て「ふるさと」に根ざした企業活動を実践してまいります。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計

年度末比147億5百万円減少しました。 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

  営業活動の結果得られた資金は、預金・譲渡性預金の増加により306億41百万円となり、前年

同四半期と比べ284億89百万円増加しました。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

  積極的に国債等債券で有価証券運用を行ったことから、投資活動により使用した資金は448億

14百万円となりましたが、前年同四半期より有価証券の売却が増加したことから、前年同四半

期比161億39百万円増加しました。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

  財務活動により使用した資金は5億34百万円となり、前年同四半期と同額となりました。この

内531百万円が配当金の支払によるものです。 

この結果、現金及び現金同等物の第１四半期連結会計期間末残高は699億72百万円となり、前年同

四半期比469億14百万円増加しました。 

 



ファイル名:0102010_0068646502108.doc 更新日時:2009/08/18 6:04 印刷日時:09/08/18 6:04 

― 5 ― 

国内・国際業務部門別収支 

(業績説明) 

   当第１四半期連結会計期間においては、資金需要の盛り上がりに欠け、貸出金利息収入が伸び悩

んだことから、資金運用収支合計は前第１四半期連結会計期間比3億72百万円減少し、76億1百万円

となりました。役務収支合計は、前第１四半期連結会計期間とほぼ同額の4億51百万円を確保し、そ

の他業務収支合計は、国債等債券売却益の計上により前第１四半期連結会計期間比44百万円増加し

ました・ 

 

国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期連結会計期間 7,448 524 － 7,973
資金運用収支 

当第１四半期連結会計期間 7,188 413 － 7,601

前第１四半期連結会計期間 8,844 818 88 9,575
 うち資金運用収益 

当第１四半期連結会計期間 8,279 550 71 8,758

前第１四半期連結会計期間 1,396 294 88 1,602
 うち資金調達費用 

当第１四半期連結会計期間 1,090 137 71 1,157

前第１四半期連結会計期間 432 22 － 455
役務取引等収支 

当第１四半期連結会計期間 430 20 － 451

前第１四半期連結会計期間 1,005 26 － 1,032 うち役務取引等 
 収益 当第１四半期連結会計期間 970 24 － 995

前第１四半期連結会計期間 573 3 － 577 うち役務取引等 
 費用 当第１四半期連結会計期間 540 4 － 544

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
特定取引収支 

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち特定取引収益 

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち特定取引費用 

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 

前第１四半期連結会計期間 642 103 － 746
その他業務収支 

当第１四半期連結会計期間 714 76 － 790

前第１四半期連結会計期間 687 103 － 791 うちその他業務 
 収益 当第１四半期連結会計期間 723 76 － 800

前第１四半期連結会計期間 45 － － 45 うちその他業務 
 費用 当第１四半期連結会計期間 9 － － 9

(注) １ 「国内業務部門」は、当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行及び子会社の外貨建取引で

あります。 

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２ 「相殺消去額」は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。 
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

役務取引等収益合計は、為替業務にかかる受入手数料や投資信託の販売手数料を中心に9億95百

万円となりました。また、役務取引等費用は、保証料を中心に5億44百万円となりました。 

 

国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期連結会計期間 1,005 26 － 1,032
役務取引等収益 

当第１四半期連結会計期間 970 24 － 995

前第１四半期連結会計期間 287 － － 287 うち預金・貸出 
 業務 当第１四半期連結会計期間 253 － － 253

前第１四半期連結会計期間 297 25 － 322
 うち為替業務 

当第１四半期連結会計期間 282 23 － 306

前第１四半期連結会計期間 83 － － 83
 うち証券関連業務 

当第１四半期連結会計期間 102 － － 102

前第１四半期連結会計期間 175 － － 175
 うち代理業務 

当第１四半期連結会計期間 146 － － 146

前第１四半期連結会計期間 42 － － 42 うち保護預り・ 
貸金庫業務 当第１四半期連結会計期間 41 － － 41

前第１四半期連結会計期間 20 1 － 21
 うち保証業務 

当第１四半期連結会計期間 37 1 － 38

前第１四半期連結会計期間 573 3 － 577
役務取引等費用 

当第１四半期連結会計期間 540 4 － 544

前第１四半期連結会計期間 58 3 － 61
 うち為替業務 

当第１四半期連結会計期間 56 4 － 60

(注) 「国内業務部門」とは当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」とは当行及び子会社の外貨建取引で

あります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

 

国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期連結会計期間 1,401,266 54,227 － 1,455,494
預金合計 

当第１四半期連結会計期間 1,449,217 52,138 － 1,501,356

前第１四半期連結会計期間 484,745 － － 484,745
 うち流動性預金 

当第１四半期連結会計期間 502,874 － － 502,874

前第１四半期連結会計期間 908,240 － － 908,240
 うち定期性預金 

当第１四半期連結会計期間 938,060 － － 938,060

前第１四半期連結会計期間 8,281 54,227 － 62,509
 うちその他 

当第１四半期連結会計期間 8,282 52,138 － 60,421

前第１四半期連結会計期間 80,838 － － 80,838
譲渡性預金 

当第１四半期連結会計期間 74,559 － － 74,559

前第１四半期連結会計期間 1,482,105 54,227 － 1,536,333
総合計 

当第１四半期連結会計期間 1,523,776 52,138 － 1,575,915

(注) １ 「国内業務部門」とは当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」とは当行及び子会社の外貨建取引

であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３ 定期性預金＝定期預金＋定期積金 
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 
 

平成20年６月30日 
業種別 

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

1,280,670 100.00

 製造業 129,242 10.09

 農業 4,260 0.33

 林業 38 0.00

 漁業 7,020 0.55

 鉱業 422 0.03

 建設業 71,186 5.56

 電気・ガス・熱供給・水道業 229 0.02

 情報通信業 5,632 0.44

 運輸業 138,075 10.78

 卸売・小売業 124,618 9.73

 金融・保険業 19,074 1.49

 不動産業 112,141 8.76

 各種サービス業 163,430 12.76

 地方公共団体 73,280 5.72

 その他 432,012 33.74

海外及び特別国際金融取引勘定分 － －

 政府等 － －

 金融機関 － －

 その他 － －

合計 1,280,670 ― 

 

平成21年６月30日 
業種別 

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

1,282,367 100.00

 製造業 134,968 10.52

 農業、林業 3,706 0.29

 漁業 7,138 0.56

 鉱業、採石業、砂利採取業 289 0.02

 建設業 61,050 4.76

 電気・ガス・熱供給・水道業 755 0.06

 情報通信業 6,358 0.50

 運輸業、郵便業 134,706 10.50

 卸売業、小売業 124,569 9.71

 金融業、保険業 18,870 1.47

 不動産業、物品賃貸業 104,738 8.17

 各種サービス業 163,440 12.75

 地方公共団体 76,710 5.98

 その他 445,060 34.71

海外及び特別国際金融取引勘定分 － －

 政府等 － －

 金融機関 － －

 その他 － －

合計 1,282,367 ― 

 (注) １ 「国内」とは、当行及び子会社で特別国際金融取引勘定分を除いたものであります。 
２ 当行には海外店及び海外に子会社を有する子会社はありません。 

    ３ 「日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）」に伴い、当四半期連結会計期間から業種の表示を一部変
更しております。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。 

 

 

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 177,817,664 同左 

東京証券取引所 
（市場第１部） 
大阪証券取引所 
（市場第１部） 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当行におけ
る標準となる株式。 
単元株式数は、1,000株 

計 177,817,664 同左 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項なし。 

 

(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項なし。 
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成21年４月１日 
 ～平成21年６月30日 

－ 177,817 － 19,078,883 － 13,213,941

 

(5) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

 

(6) 【議決権の状況】 

    当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、平成21年６月30日現在の株主名簿が作成

されていないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名

簿による記載を行っています。 

① 【発行済株式】 

平成21年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － ―  

議決権制限株式(自己株式等) － ―  

議決権制限株式(その他) － －  

完全議決権株式(自己株式等) 
(自行保有株式) 

普通株式 508,000
― 

権利内容に何ら限定のない当行にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

175,904,000
175,904 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,405,664
― 同上 

発行済株式総数 177,817,664 ― ― 

総株主の議決権 ― 175,904 ― 

(注)１ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が１千株（議決権

１個）含まれております。また、「議決権の数(個)」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権

が１個含まれております。 

   ２ 単元未満株式には当行所有の自己株式664株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成21年６月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱愛媛銀行 

愛媛県松山市勝山町２丁
目１番地 

508,000 － 508,000 0.28

計 ― 508,000 － 508,000 0.28
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２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 
平成21年 
４月 

 
５月 

 
６月 

最高(円) 275 259 274

最低(円) 237 239 241

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

 

  該当事項なし。 

 

(2) 退任役員 

 

  該当事項なし。 

 

 (3) 役職の異動 

 

  該当事項なし。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、

資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に

準拠しております。 

  なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四

半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後

の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

２ 当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年

４月１日から平成20年６月30日まで）の四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計

期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。 

 



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 78,702 85,059

コールローン及び買入手形 30,600 8,977

買入金銭債権 177 245

商品有価証券 124 134

有価証券 ※3  264,169 ※3  215,648

貸出金 ※1  1,282,367 ※1  1,286,274

外国為替 6,233 3,591

リース債権及びリース投資資産 7,039 7,117

その他資産 9,925 8,373

有形固定資産 ※2  30,642 ※2  30,776

無形固定資産 1,013 1,075

繰延税金資産 10,870 13,146

支払承諾見返 11,550 12,728

貸倒引当金 △17,278 △17,373

資産の部合計 1,716,138 1,655,775

負債の部   

預金 1,501,356 1,483,063

譲渡性預金 74,559 33,512

借用金 23,013 23,768

外国為替 17 7

社債 13,000 13,000

その他負債 11,586 11,537

役員賞与引当金 － 1

退職給付引当金 188 247

役員退職慰労引当金 466 450

利息返還損失引当金 57 57

睡眠預金払戻損失引当金 54 54

再評価に係る繰延税金負債 5,691 5,697

支払承諾 11,550 12,728

負債の部合計 1,641,542 1,584,126

─ 13 ─



(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

資本金 19,078 19,078

資本剰余金 13,213 13,213

利益剰余金 32,132 31,355

自己株式 △202 △199

株主資本合計 64,222 63,448

その他有価証券評価差額金 3,063 884

土地再評価差額金 6,888 6,896

評価・換算差額等合計 9,951 7,781

少数株主持分 421 419

純資産の部合計 74,595 71,648

負債及び純資産の部合計 1,716,138 1,655,775

─ 14 ─



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

経常収益 11,740 10,899

資金運用収益 9,575 8,758

（うち貸出金利息） 8,396 7,687

（うち有価証券利息配当金） 880 959

役務取引等収益 1,032 995

その他業務収益 791 800

その他経常収益 340 344

経常費用 11,684 8,645

資金調達費用 1,602 1,157

（うち預金利息） 1,327 936

役務取引等費用 577 544

その他業務費用 45 9

営業経費 6,139 6,002

その他経常費用 ※1  3,319 ※1  932

経常利益 55 2,253

特別利益 11 7

固定資産処分益  3

償却債権取立益  4

その他の特別利益  0

特別損失 27 0

固定資産処分損  0

税金等調整前四半期純利益 39 2,261

法人税、住民税及び事業税 69 35

法人税等調整額 △660 921

法人税等合計  956

少数株主利益 9 5

四半期純利益 621 1,299

─ 15 ─



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 39 2,261

減価償却費 837 231

貸倒引当金の増減（△） △2,479 △95

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △48 △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △167 △59

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 26 15

資金運用収益 △9,575 △8,758

資金調達費用 1,602 1,157

有価証券関係損益（△） 155 △214

為替差損益（△は益） △1 △1

固定資産処分損益（△は益） 27 △2

商品有価証券の純増（△）減 6 9

貸出金の純増（△）減 24,578 3,907

預金の純増減（△） △25,733 18,292

譲渡性預金の純増減（△） 44,424 41,047

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△4,428 △754

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △534 △8,348

コールローン等の純増（△）減 △29,114 △21,555

外国為替（資産）の純増（△）減 △739 △2,641

外国為替（負債）の純増減（△） 97 10

資金運用による収入 9,534 8,042

資金調達による支出 △1,190 △975

その他 △1,303 △708

小計 6,012 30,859

法人税等の支払額 △3,859 △217

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,152 30,641

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △92,378 △74,156

有価証券の売却による収入 1,148 23,903

有価証券の償還による収入 31,078 5,469

有形固定資産の取得による支出 △772 △48

有形固定資産の売却による収入 53 27

無形固定資産の取得による支出 △82 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,953 △44,814

─ 16 ─



(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △531 △531

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

自己株式の取得による支出 △3 △2

自己株式の売却による収入 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △534 △534

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △59,333 △14,705

現金及び現金同等物の期首残高 82,392 84,678

現金及び現金同等物の四半期末残高 23,058 69,972

─ 17 ─
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【簡便な会計処理】 

 

 
当第１四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

１ 減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

２ 貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、平成21年３月期の予想損失率を適用し

て計上しております。 

３ 税金費用の計算 法人税等につきましては、年度決算と同様の方

法により計算しておりますが、納付税額の算出に

係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高

い項目に限定して適用しております。 

４ 繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について前連結会計年度

末から大幅な変動がないと認められるため、同年

度末の検討において使用した将来の業績予測及び

タックス・プランニングの結果を適用しておりま

す。 

 

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 5,252百万円

延滞債権額 36,962百万円

３ヵ月以上延滞債権額 1,020百万円

貸出条件緩和債権額 7,507百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 5,293百万円

延滞債権額 37,581百万円

３ヵ月以上延滞債権額 520百万円

貸出条件緩和債権額 8,138百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  19,978百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  18,640百万円 

※３ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する

保証債務の額は5,077百万円であります。 

※３ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する

保証債務の額は5,077百万円であります。 

 

 (四半期連結損益計算書関係) 

 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

※１ その他経常費用には、貸出金償却1,156百万円、

貸倒引当金繰入額1,158百万円、株式等償却354百万

円を含んでおります。 

※１ その他経常費用には、貸出金償却260百万円、貸

倒引当金繰入額215百万円、株式等償却3百万円を含

んでおります。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成20年６月30日現在 

現金預け金勘定 24,504

定期預け金  △   73

その他の預け金  △ 1,371

現金及び現金同等物 23,058
  

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成21年６月30日現在 

現金預け金勘定 78,702

定期預け金  △   73

その他の預け金  △ 8,655

現金及び現金同等物 69,972
 

 

(株主資本等関係) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：千株) 

 当第１四半期連結会計期間末株式数 

発行済株式 

 普通株式 177,817

合計 177,817

自己株式 

 普通株式 518

合計 518

 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項なし。 

 

３ 配当に関する事項 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 531 3.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

 

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 
 

 
銀行業務 

(百万円) 

リース業務

(百万円) 

その他の業

務(百万円)

計 

(百万円) 

消去 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

経常収益   

 (1)外部顧客に対する

経常収益 
10,784 679 276 11,740 － 11,740

 (2) セグメント間の 

内部経常収益 
143 150 328 622 （622） －

計 10,927 829 604 12,362 （622） 11,740

経常利益(△は経常損失) △148 28 106 △13 69 55

(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 
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    ２ 各事業の主な内容は次のとおりであります。 

(1) 銀行業務・・・・銀行業 

(2) リース業務・・・リース業 

(3) その他の業務・・クレジットカード、コンピュータ業務運営・管理、人材派遣業 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 

      連結会社は銀行業以外に一部で、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメント

に占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

 

【国際業務経常収益】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 国際業務経常収益 949

Ⅱ 連結経常収益 11,740

Ⅲ 国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合 
  (％) 

8.08

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 国際業務経常収益 652

Ⅱ 連結経常収益 10,899

Ⅲ 国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合 
  (％) 

5.98

(注) １ 一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。 

２ 国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金

融取引勘定における諸取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く。）であります。 
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(有価証券関係) 

当第１四半期連結会計期間末 

※ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が

認められるものは、次のとおりであります。 

 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年６月30日現在) 

 

 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

国債 － － －

地方債 7,913 8,082 168

短期社債 － － －

社債 － － －

その他 － － －

合計 7,913 8,082 168

(注) 時価は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成21年６月30日現在) 

 

 取得原価(百万円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
評価差額(百万円) 

株式 22,206 25,218 3,011

債券 218,263 220,262 1,998

 国債 156,450 157,614 1,164

 地方債 31,313 31,702 388

 短期社債 － － －

 社債 30,499 30,945 445

その他 2,324 2,338 14

合計 242,794 247,819 5,024

(注) １ 四半期連結貸借対照表計上額は、株式については当第１四半期連結会計期間末前１カ月の市場価格の平

均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当第１四半期連結会計期間末日における

市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

    ２ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、

時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結

貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処

理」という。）しております。 

      当第１四半期連結累計期間において、時価のある有価証券の減損処理はありません。 

      また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価に対して時価が50％以上下落した

場合、また、時価の下落が30％以上50％未満の場合は、過去の時価の水準等を勘案し、「回復する見込み

がある」と認められない場合であります。 
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(金銭の信託関係) 

当第１四半期連結会計期間末 

   該当事項なし。 

 

(ストック・オプション等関係) 

当第１四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

   該当事項なし。 

 

(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 

  
当第１四半期連結会計期間末 

(平成21年６月30日) 
前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

１株当たり純資産額 円 418.35 401.72

 

２ １株当たり四半期純利益金額等 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 3.50 7.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

円 － －

(注) １ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益 百万円 621 1,299

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 － －

 普通株式に係る 
 四半期純利益 

百万円 621 1,299

 普通株式の 
 期中平均株式数 

千株 177,391 177,304

２ なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりませ

ん。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

 

２ 【その他】 

該当事項なし。 

 

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年８月１４日 

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 

 取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 橋  爪  輝  義 

   

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 植  村  文  雄 

   

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 堀  川  紀  之 

   

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」

に掲げられている株式会社愛媛銀行の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

の連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年６月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関

する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国

において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社愛媛銀行及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以  上 
 
 
※ １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報

告書提出会社が別途保管している。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
 



独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２１年８月１４日 

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 

 取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 
 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 樽 本 修 平   印 

   
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 堀 川 紀 之   印 

   
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 伊 加 井 真 弓   印 

   
 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲

げられている株式会社愛媛銀行の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計

年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）及び

第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任

を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われ

ており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財

務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社愛媛銀行

及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期

連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

以  上 
 

（注）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 

   ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年８月14日 

【会社名】 株式会社愛媛銀行 

【英訳名】 The Ehime Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 頭取  中 山  紘 治 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】  ― 

【本店の所在の場所】 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社愛媛銀行 高知支店 

  (高知市はりまや町１丁目４番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 (注) 高知支店は、金融商品取引法の規定による備付場所ではあり

ませんが、投資者の便宜のため備えるものであります。 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当行頭取 中山紘治郎は、当行の第106期第１四半期(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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